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平成１６年度 北海道医師会少子化対策シンポジウム�
―こどもたちは北海道の希望です―

シンポジウム�
北海道における児童虐待の現状

家村 昭矩
今日のメインテーマから少しそれますが、少子

化対策の重要な柱となっている児童虐待の対応に
ついて、特にその中で北海道における児童虐待の
現状、それから、先般、改正された児童虐待防止
法の概要について、お話をさせていただきます。
まず最初に、児童相談所における児童虐待の処

理件数の推移です。

全国に、児童相談所は１８２カ所あります。児童
相談所が児童虐待に関して統計を取り始めました
のは、平成２年の時、約１，１００件程度でした。そ
れが、１５年度までの間に激増しているというの
が、お分かりいただけるかと思います。とりわけ
社会の関心が高まったのは、平成５年度～６年度
です。この時期は、ちょうど平成６年に、「子ども
の権利条約」を、わが国が批准した年です。児童
虐待について、大変大きな関心を呼び、メディア
から大きく取り上げられたことは、記憶に新しい

ところです。
その前後に、全国各地域の中で民間の児童虐待

防止のためのネットワークがたくさん作られ始め
ました。そのあと、国もモデル事業を立ち上げ、
平成８年、９年頃から急激に取扱い件数が増加を
し始めます。とりわけ、１１年度から大きな増加を
示していますが、これは国が「児童虐待について
は児童福祉法だけで対応が十分」としていたので
すが、「もっと対策を講じる必要があるのではない
だろうか」というような指摘が強くなり、国会で
議論が平成１１年から始まりました。そして、１２年
度の１１月に児童虐待防止法が制定されました。ち
ょうどこの時期、全国的に児童虐待に対する相
談、取り扱いが増えたということです。
こういう経過の中で、平成２年から平成１５年の

１４年間を改めて見ると、まさに２４倍、大変な激増
であることが、お分かりいただけると思います。
北海道に目を転じますと、北海道には札幌市

と、道内に８つの児童相談所、合わせて９カ所の
児童相談所があります。その北海道の取り扱い
も、若干違いがありますが、全国とほぼ同じよう
な傾向を１３年度までは示しているというのがお分
かりいただけると思います。
北海道の１４年度と１５年度の減少傾向について、

触れておきたいと思います。北海道では、特に１１
年度から１３年度にかけて、マスコミのでの報道、
また、私ども児童相談所を中心とした地域での啓
蒙、啓発活動が大変強く取り組まれまして、その
結果としての抑止効果があったのではないだろう
かと考えられます。
２点目には、１１年度、１２年度、特に、１２年度か

ら北海道内の各市町村に児童虐待に対する地域で
のネットワークを作るようになりました。そこで
取り扱いをどんどん進めることになる。要になる
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保健師さんだとか、それから保育所の先生方、幼
稚園、学校の先生方、地域の民生児童委員さん方
等々の取り組み、そのことが、実際、初期の対応
とか、それから軽度の虐待対応、それをそれぞれ
の地域が扱うようになったことが、この減少傾向
にもしかするとつながっているのではないだろう
かと分析ができる気がいたします。
ただ、問題はその関心の高まり、地域での取り

組みの向上は、虐待の発見にもつながるという側
面もあると私はみております。この減少傾向がこ
のあと続くのではなくて、虐待そのものは、まだ
まだ潜在しているという見方が一般的です。です
からこの動向は、このあとも続けて見ていかなけ
ればいけないと思っております。
現実に、今年度の上半期の統計、まだ概数です

が、１５年度の同期と比較いたしますと、既に上回
っています。児童虐待防止法の改正の動きをにら
み合わせますと、前年度を上回るかも知れないと
いうことが、既に予測される状況にあります。
次に児童虐待の種別についてお話します。児童

虐待の４つの分類については後ほどお話をします
ので多くは触れませんが、全体の約５割が、ネグ
レクトです。そして身体虐待が約３６％、合わせま
すとまさに９割を占めています。
北海道の取り扱い件数を全国的な動向と比較を

してみるとここ３年間、身体的な虐待の傾向は、
約３７％台を示しております。そしてネグレクトに
ついては、５割を超えるというのが、ご覧いただ
けると思います。

ところが、全国の動向は、１５年度は身体的虐待
は４５％、ネグレクトは４０％を切るというような、

ちょうど逆転したような状態がお分かりをいただ
けると思います。

これはどういう意味を持つかと考えてみます
と、身体虐待というのは分かりやすい。それから
判断をしやすい。そしてまた係わりやすい、介入
しやすいという要素を持つのではないかと思いま
す。外から事実を確認しやすいからです。その反
対にネグレクトについては、その事実を判断する
のはなかなか難しい。分かりにくい。そしてま
た、係わりにくいという側面を持っております。
ですから、全国的な動向としましては、やはり身
体虐待というのが取り扱いの主流をなすわけであ
りますが、北海道は逆になっています。
先ほど北海道の１４年、１５年の減少傾向をちょっ

と触れましたが、もしかするとこれは、北海道は
虐待に対する理解、認識の深さ、そして積極的な
取り組みの結果が、実は、虐待の抑止効果を上げ
ていることと、判断の難しいネグレクトの取り扱
い件数の多さに表れているのではないだろうかと
読めるような、そんな気がします。
それでは、虐待をする者、主たる虐待者はどう

いうことかというのをご覧をいただきたいと思い
ます。
これは北海道全体で、実の母親によるものが

７１％。そして実の父親１３．７％を入れますと、実父
母が実に８５％、こういう高い比率になります。
その状況については、過去３年間の動向と全国

の割合をみて下さい。実の父親と、それから実母
の比率は若干違いますが、合わせますと８５％、全
国と同じような傾向を示しているということが見
えます。
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そこで、特に気になるのは、実の母親の比率が
やはり高いことでありますが、これは当然、子育
てを母親に多くゆだねているということと、そし
てその結果、お母さんたちの育児不安、そういう
ものが虐待というものに表れてきているのではな
かろうかというふうに感じられます。
続いて、虐待の受ける子どもたちの年齢構成で

す。就学前の子どもたち、これが４４％。小学生ま
でを含めると８割というのが虐待を受けている子
どもたちであります。
特に、身体的にもそれから精神的にも自己主張

のできない子どもたちに虐待が起きているという
実態が見えると思います。

その年齢ごとの虐待の種別の内容をご覧下さ
い。やはり３歳未満の子どもたちに多く表れてい
るのはネグレクトと身体虐待。そして就学すると
ネグレクトの比率が多くなるのがご覧をいただけ
るのではないかと思います。就学前の子どもた
ち、とりわけ０歳から３歳未満、３歳から就学前
の子どもたちの身体的な虐待というのは大変ダメ

ージが高い。命の危険にさらされる、そういうよ
うな事例が大変多くあります。

私たちが取り扱う子どもたちの中で、生後まだ
ひと月にもならない子どもが、頭蓋内出血をして
いるということで運び込まれた例もありますし、
そしてまた９カ月になる子が、頭蓋骨骨折が数カ
所にあるという事例もあります。命に係わるよう
な事件というのは、この乳幼児期の子どもたちの
中には多くみられ、深刻な事例としてあります。
中学生、それから高校生の中でもネグレクトが

見えます。これは、ご記憶にあろうかと思います
が、今年の１月、大阪の岸和田市で中学３年生の
男の子が、悲惨な状態で発見をされたという報道
がありました。まさに中学生、高校生ぐらいの子
どもたちの中にも、深刻なネグレクト状態が潜ん
でいる可能性があるということにも注目をしてお
かなければいけないと思います。
そして、全体的な取り扱いの件数は大変少ない

んですが、性的な虐待です。中学生、そして高校
生、特に、女の子たちを中心とする虐待を受ける
子どもたちの存在ですが、性虐待については、取
り扱いがきわめて困難です。子ども自身もその事
実を隠したがりますし、調査もなかなか進まな
い。しかし、児童相談所の現場で、複雑な家族の
問題をたくさん係わりを持って見ておりますと、
この性虐待の持つ深刻さが潜んでいるように思い
ます。数は少ないけれども、今後この対応が求め
られてくるような、そんな気がしております。
続いて、虐待の経路別の相談件数をご覧をいた

だきたいと思います。
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やはり多いのは、家庭からです。とりわけ私ど
も児童相談所は、「虐待をしそうだ」とか、また、
「してしまった」という、子育てに係わる悩みの
相談機関です。そういう意味では、虐待も含めま
して、家族から寄せられる相談の比率が高い。そ
してまた、福祉事務所、地元の保健師さん、保育
士さん、そして民生児童委員さん等々から寄せら
れた相談、それが児童相談所に通告されてきま
す。そして、北海道は町村数が大変多いです。そ
の町村から直接、私どもの児童相談所のほうに相
談が寄せられることも多くあります。
このほか、件数は大変少ないのですが、子ども

本人が相談所に駆け込んでくるという事例もあり
ます。養父の虐待に堪えきれなくなって、本人が
飛び込んでくる。また、児童相談所の玄関の前を
行き来している子どもを呼び止めて、中に入れた
ら、（友だちと一緒に来たのですけれども）実は、
お母さんの旦那さん、養父に性的な嫌がらせを続
けて受けていたという事実が発覚した例もありま
した。
次に相談の処理の状況ですが、全体の約６割が

面接指導です。これは児童相談所から調査とか訪
問面接などをした結果、虐待は軽度であるという
ふうに判断をした場合、そしてまた、保護者に注
意を促して、助言をしたり、また地域の関係機関
の方々と一緒になって、その後の見守り、子育て
支援、そんな体制で済ませられるケース、これを
私たちは面接指導というところに分類をしており
ますが、これが６割ぐらい。あと残りが、この児
童福祉施設と里親に委託をすることです。これ
が、２割です。これは結果として「家族と一緒

に、保護者と一緒に暮らすことが適切ではな
い」、「分離をすることが適当だ」と判断した子ど
もたちを児童養護施設また乳児院、あるいは里親
を活用します。この児童福祉施設の中には、児童
自立支援施設を活用するという場合もあります
し、先ほど、道の保健福祉部長のご挨拶の中にも
ありましたが、北海道には情緒短期治療施設があ
りませんでしたが、来年度に開設予定の情緒障害
短期治療施を使うこともこれからは増えてくるの
ではないだろうかと思います。

その他の１７％については、約１１０件ほどであり
ますが、この中に「児童福祉司指導」ということ
で児童相談所が直接、子どもや保護者を指導する
という措置があります。児童福祉施設について詳
しくみると、平成１３年度も１３２件、１４年度では１２８
件、そして１５年度では１１７件入所しています。里
親委託を含めますとほぼ１２０～１３０件と過去３年
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間、推移をしているというのがお分かりいただけ
るかと思います。
そして、その比率も処理件数の約２割という傾

向であります。それは全国的な動向から見ます
と、分離をしなければいけないケースが多いとい
うことがお分かりをいただけると思います。それ
だけ北海道の虐待相談は大変深刻であり、分離ま
で進まなければいけない事例が大変多いというこ
とがお分かりいただけたと思います。
また、「その他」や「面接指導」の中でも在宅で

引き続き指導を続けなければいけないケースが多
くなってきている。これが年々累積をすることに
なります。児童相談所の現場では、寄せられた相
談が１回で解決をしない。そのあと、継続して地
域の方々と見守り、そしてまた児童相談所の対応
を続けるということになります。このため、児童
相談所は大変困難な事例と向き合い、そして累積
していくその数の多さに、正直申しまして、その
対応策に頭を痛めているという現状もご報告申し
上げたいと思います。
先ほど児童養護施設など施設に行く子どもたち

の話を申し上げましたが、参考として次の表をご
覧下さい。１０月１日現在の入所状況です。
これは児童養護施設と乳児院、そして里親です

が、児童養護施設の暫定の定数が１，６１１人です
が、平成１６年１０月１日現在で９７％、男女別とか年
齢の構成を考えますと、道内に２４カ所ある児童養
護施設はほぼ一杯という状態であります。そして
里親に委託をする子どもさんたちの数も、この３
～４年の経過の中で大変、多いということがお分
かりいただけるかと思います。
また、虐待を受けた子どもたちはいろんな問題

を抱えております。先ほど、松田先生からもお話
ございましたけれども、その中には、ADHDだと
かいう症状を持つ子どもたちがいる。そういうこ
とを考えると、施設や里親さんに委託をする子ど
もたちの処遇にハード、ソフト両面での十分な手
立てが必要ではないだろうかと感じています。
続いて、児童虐待防止法の改正された概要につ

いてお話します。
１２年１１月２０日に施行され、この１０月に改正され
施行されています。この改正の大きなねらいは、

子どもが虐待を受けるということは、「子どもの人
権を著しく侵害し、将来の世代の育成にも懸念を
及ぼす」ということが、第１条に児童虐待は「子
どもの人権侵害である。」、とうたわれているとい
うのが、今回の改正の大きな特色です。
次に、児童虐待の４つの分類、身体虐待、それ

から性的虐待、ネグレクト、心理的虐待がありま
すが、そのうちのネグレクトと心理的虐待に改正
が加えられました。

施設区分 暫定定員 入所人員 入 所 率

１３年
養護施設 １，６４５ １，５４９ ９４．２％

乳 児 院 ６０ ５３ ８８．３％

１４年
養護施設 １，６２３ １，５２８ ９４．１％

乳 児 院 ６０ ５６ ９３．３％

１５年
養護施設 １，６２４ １，５０１ ９２．４％

乳 児 院 ６０ ５２ ８６．７％

１６年
養護施設 １，６１１ １，５６１ ９６．９％

乳 児 院 ６０ ５１ ８５．０％

登 録 数 委託里親数 委託里子数 委 託 率

１３年
６２１
（１０４）

２１４
（２７）

２８９
（４１）

３４．５％
（２６．０）

１４年
６２２
（１０８）

２１３
（３２）

３０７
（４０）

３４．２％
（２９．６）

１５年
６０２
（１２４）

２２６
（４２）

３２１
（５３）

３７．５％
（３３．９）

１６年
５９１
（１１２）

２１０
（４６）

３１７
（５５）

３５．５％
（４１．１）

参考資料

児童養護施設・乳児院の入所状況
【各年１０月１日現在（札幌市を含む）】

里親・里子の状況
【各年９月末現在（札幌市を含む）、（～）札幌市の再掲】
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ネグレクトについては、養育、いわゆる保護者
の養育の怠慢、拒否ということです。この中でど
ういうところがつけ加わったかというと、「保護者
以外の同居人が子どもに身体的な、または性的
な、あるいは心理的な虐待をしている。それを保
護者が放置をしていた場合、それは保護者として
の監護を著しく怠る行為である。」つまりネグレ
クトであるというふうに分類をする。いわゆるお

母さんと暮らしている同居人とか、時々通ってく
る人が、虐待を行った場合、これはその人も罰せ
られることになりますが、それを母親自身が放置
すると、それはネグレクトです。
次に心理的虐待であります。相談のなかでも対

応に大変、頭を痛めているというか、判断の難し
いケースでありますが、この中に新たに、こうい
う部分が追加をされました。
それは、子どもの目の前で配偶者に対する暴

力、つまり、DVですが、それが直接、（いわゆる
暴力が直接）子どもに向かなくても、子どもに著
しい心理的な外傷を与えるということが認められ
れば、これは心理的虐待です。
次に第４条です。これは国と地方公共団体の責

務ということを明らかにしました。今までは、早
期の発見、それから保護ということが大きな眼目
でしたが、これからは予防と、子どもと、保護者
に対する自立のための支援。まさに切れ目のない
保護、そしてケアをして、自立に向けるという対
応策、これをこの４条に、各地方自治体の責務、

北 海 道 医 報第１０４３号 平成１７年８月１日 （１５）



国としての責務ということを位置づけ、そしてそ
の取り組みを明記したということです。
次に第５条です。今までは、子どもに直接係わ

る学校の先生とか個人が発見に努めるということ
になっていましたが、現実的にそれぞれの組織の
中にいる方々は、現場の上司の理解が得られない
という実態が報告をされておりました。これでは
まずいということで、その現場の団体、つまり学
校だとか、施設、病院の管理者側にも責任がある
ことを明示しました。

次に第６条の通告義務の拡大です。今までは明
らかに虐待をしているということがわかったもの
についての通告を命じていましたが、これからは
「思われる」、「虐待を疑った」ものでも構わない
ということになりました。その通告義務の拡大を
されたことでありますが、この下に、「市町村が追
加される予定」と書いています。これは、今は福
祉事務所もしくは児童相談所に通告となっており
ますが、実は、この通告については児童福祉法と
いうもう１つの法律があり、そこに通告先は「福
祉事務所、もしくは児童相談所」となっていま
す。その児童福祉法を改正して、市町村もこの通
告を受ける窓口になるというように、現在改正を
検討しています。
この児童福祉法の改正は、今、国会で審議中

で、国としては平成１７年度からはこの市町村が追
加をされる予定となっています。そうすると通
告、そして初期の対応等々協力をしてもらえるよ
うな体制が市町村にできるようになるかと思いま
す。このへんの動向についても、是非、ご注目を

いただきたいと思います。

そして第１０条です。従前、子どもの安否につい
て不安があった場合には、その確認とか、場合に
よっては「職権による一時保護」するということ
が、相談所の役割でした。しかし、保護者の強烈
な拒否、反対があった場合には警察官の同行をお
願いしていましたが、これが十分機能していない
という実態から、これからは児童相談所長が要請
をちゃんと警察署長にする。特に、そういう不安
のあるケースの場合には、必要に応じて適切な援
助を求めなければならないという義務規定を設け
たということが、改正の内容です。

このたびの改正の中でも、私たち現場では不十
分な点が、まだあるような気がしています。特
に、親子関係に係わる家族法、民法上の問題、そ
れから司法の関与等々を整理をしていただかなけ
ればいけない問題がありますが、これは、改正議
論の積み残しということで次回の改正になればと
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思っています。
駆け足で、まとめさせていただきます。私たち

児童相談所が虐待に対応する時に、いろいろな機
関から、「じゃあ虐待の判断って、どうやってする
んだ」というお話をいただきます。そこで、本当
に簡潔にまとめてみました。まず、「保護者がいく
ら一生懸命だった」としても、『しつけだ』、そし
てまた、『子どものためを思って』と主張しても、
一番大事なのは、「大人の側のその意図で判断をす
るということではない」ということをしっかりと
認識をいただきたいと思います。その行為そのも
のが、『子どもにとって有害かどうか』という視点
で考えていくということ。まさに『虐待か否かで
はなくて、子どもには何が起こっているか』とい
うご判断をいただくということが大事ではないだ
ろうかと思います。
２点目ですが、深刻な事件が報道されますと、

「なぜ分離をしていなかったのか」ということ
を、皆さん、関心を持ってみられるのではないか
と思います。

しかし「分離」は解決にはつながらない。それ
は一時的なことだと考えています。なによりも大

事なのは、そのあとの親子の関係をどう回復する
かということが、大きな虐待問題の解決の視点で
はないかと思います。そしてまた、私たち、児童
相談所で係わっていますと、親自身が深刻な問題
を抱えていたり、悩みを持っていることに気付か
されます。まさに「親も支援を必要としてい
る」。その中で、必要なのは「家族の再統合」で
ありまして、「家族関係の回復」ということが、虐
待解決の大きな目標であります。
そのためには、児童虐待の発見のために必要

な、先ほど地域のネットワーク、これが決め手に
なるという話しをしましたが、いずれにしても分
離したとしてもその子どものほとんどは、いずれ
家庭に戻っていきます。家族の暮らしが続くわけ
です。それは地域の支援がなければ続かないと私
たちはみております。その地域支援のネットワー
クそのことが、そもそも予防ではないかと思って
おります。家族が暮らす地域、それを支援する体
制ということが大事ですし、まさに少子化が進む
現在の地域の子育てへの支援体制をいかにすみず
みまでつくり上げていくかではないか。「子育て支
援」そのことが、この児童虐待の予防につながる
のだろうと考えます。
特に、急速な少子化対策が進んでいる中で、全

国に先駆けて北海道では、「北海道子ども未来づく
り条例」というものを制定をいたしました。子ど
もが健やかに成長できる環境づくり、まさに虐待
対策の一番肝要なベースづくりは、子どもを健や
かに育てる環境づくり、子育て支援体制ではない
だろうか。そんなふうに考えています。
今日、お集まりの皆さま方の一層の児童虐待に

対するご理解、認識を深めていただき、またご協
力をいただけることをお願いいたします。
（本号で３回にわたる報告を終了します。）
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